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ふれあいホーム 運営規程 

指定介護老人福祉施設 
 

（事業の目的）  

第１条 社会福祉法人サルビア福祉会が開設する指定介護老人福祉施設（以下「事業所」）と

いう）が行う介護老人福祉の事業（以下「事業」という）の適正な運営を確保するために

人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の従事者が要介護状態にある高齢者に対し、

適正な施設サ－ビスを提供することを目的とする。 

 

（施設の目的及び運営の方針） 

第２条 事業所の介護老人福祉従業者は、入居者一人一人の意思及び人格を尊重し、施設サ

－ビス計画に基づき、可能な限り居宅における生活への復帰を年頭に置いて、入浴、排泄、

食事介助等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、

健康管理及び療養上の世話を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日

常生活を営む事ができるようにすることを目指すものとする。 

２ 事業所は、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町村、居宅介護支援事業

者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービス

を提供する者との密接な連携に努めるものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

 １ 名 称  指定介護老人福祉施設 ふれあいホーム 

 ２ 所在地  神戸市長田区三番町１丁目４－１ 

 

（職員の職種、員数、及び職務内容）  

第４条 事業所に勤務する職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

<主な職員の配置状況>（併設型短期入所生活介護 ５床含む） 

※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職 種 常勤専従 常勤兼務 非常勤専従 
非常勤兼

務 
指定基準 

管 理 者 ０名 １名 ０名 ０名  １名 

生 活 相 談 員 ０名 ２名 ０名 ０名  １名 

介 護 職 員 １５名以上  ０名 １０名以上 ０名 １７名 

看 護 職 員 ２名以上 ０名 ３名以上 ０名  ３名 

機能訓練指導員 １名 ０名 ０名 ０名   １名 

医 師 ０名 ０名 ２名 ０名 必要数 

管 理 栄 養 士 ０名 １名 ０名 ０名  １名 

 

（介護老人福祉事業の利用人員） 

第５条 事業所の利用定員は、５５人とする。 

２ 施設は、災害その他やむを得ない事情がある場合を除き、入所定員及び居室の定員を越

えて入所させないものとする。 

 

（介護老人福祉事業の内容及び料金その他の費用の額） 

第６条 介護老人福祉事業の内容は次のとおりとする。 

 ① 居室の提供、入浴、食事、排泄サ－ビス 

 ② 生活指導（相談・援助等） レクリエーション 
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 ③ 社会生活上の便宜の供与 

 ④ 健康管理 

 ⑤ その他 

 

２ 前項の支払いを受ける額（自己負担額）は次の通りとする。 

（１）法定給付 

 

<サービス利用料金（１日あたり）> 

下記の料金表によって、ご契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付

費額を除いた金額（自己負担額）と居室と食事に係る自己負担額の合計金額をお支払い下さ

い。（サービスの利用料金は、ご契約者の要介護度に応じて異なります。） 

 

※介護保険負担割合は「介護保険負担割合証」に記載されています。 

従来型個室・要介護状態区分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

１．サービス利用料金 6,208円 6,945円 7,715円 8,453円 9,180円 

２．サービス利用料金負担額 

介護保険負担割合 １割の方 

介護保険負担割合 ２割の方 

介護保険負担割合 ３割の方 

  

 621円 

1,242円 

1,863円 

  

 695円 

1,389円 

2,084円 

  

 772円 

1,543円 

2,315円 

  

 846円 

1,691円 

2,536円 

  

 918円 

1,836円 

2,754円 

３．居室に係る負担額 1,231円 

４．食事に係る負担額 1,700円 

５．負担額合計（２＋３＋４） 

介護保険負担割合 １割の方 

介護保険負担割合 ２割の方 

介護保険負担割合 ３割の方 

 

3,552円 

4,173円 

4,794円 

 

3,626円 

4,320円 

5,015円 

 

3,703円 

4,474円 

5,246円 

 

3,777円 

4,622円 

5,467円 

 

3,849円 

4,767円 

5,685円 

 

多床室・要介護状態区分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

１．サービス利用料金 6,208円 6,945円 7,715円 8,453円 9,180円 

２.サービス利用料金負担額 

介護保険負担割合 １割の方 

介護保険負担割合 ２割の方 

介護保険負担割合 ３割の方 

  

 621円 

1,242円 

1,863円 

  

 695円 

1,389円 

2,084円 

  

 772円 

1,543円 

2,315円 

  

 846円 

1,691円 

2,536円 

  

 918円 

1,836円 

2,754円 

３．居室に係る負担額   915円 

４．食事に係る負担額 1,700円 

５．負担額合計（２＋３＋４） 

介護保険負担割合 １割の方 

介護保険負担割合 ２割の方 

介護保険負担割合 ３割の方 

 

3,236円 

3,857円 

4,478円 

 

3,310円 

4,004円 

4,699円 

 

3,387円 

4,158円 

4,930円 

 

3,461円 

4,306円 

5,151円 

 

3,533円 

4,451円 

5,369円 

ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったん

お支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払
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い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の申請を行うために必

要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

居室と食事に係る費用について、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載し

ている負担限度額とします。 

当施設の居住費・食費の負担額 

世帯全員が市町村民税非課税の方（市長村民税世帯非課税者）や生活保護を受けておられ

る方の場合は、施設利用の居住費（滞在費）・食費の負担が軽減されます。 

〔単位：円〕（日額概数） 

対象者 区分 
居住費 

食費 
多床室 個室 

生活保護受給のかた 利用者負担 

第１段階 
0円 380円 300円 世

帯
全
員
が
市
町
村
民
税
非
課
税
の
方 

老齢福祉年金受給者 

本人年金収入等 80 万円

以下の方 

利用者負担 

第２段階 
430円 480円 390円 

本人年金収入等 80 万円

超 120万円以下の方 

利用者負担 

第３段階① 
430円 880円 650円 

本人年金収入等 120万円

超の方 

利用者負担 

第３段階② 
430円 880円 1,360円 

上記以外の方 
利用者負担 

第４段階 
915円 1,231円 1,700円 

 

介護給付サービス加算について 

加  算 加 算 条 件 

外 泊 時 費 用 

病院等に入院した場合、及び外泊を行った場合。また

居宅に外泊した場合において、施設が提供する在宅サ

ービスを利用した場合 

外泊時在宅サービス利用費 

入居者に対して居宅における外泊を認め、介護老人福

祉施設により提供される在宅サービスを利用した場

合 

初 期 加 算 
入所に伴い様々な支援が必要なことから入所後 30日

に限り加算 

退所時栄養情報連携加算 
管理栄養士が退所先へ栄養管理に関する情報を提供

した場合 

再 入 所 時 栄 養 連 携 加 算 

施設入所後、医療機関に入院後経管栄養等により入所

時と大きく異なる栄養管理が必要となった場合にお

いて、入院医療機関の管理栄養士と連携し再入所後の

栄養管理に関する調整を行った場合 

退所前訪問相談援助加算 
入所者が退所し在宅生活等を行う際、援助・調整等を

行った場合 

退所後訪問相談援助加算 
入所者の退所後 30日以内に当該入所者の居宅を訪問

し、当該入所者及びその家族等に対して相談援助を行
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った場合 

退 所 時 相 談 援 助 加 算 

入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅に

て居宅系サービスを利用する場合において、相談援助

等を行った場合 

退 所 前 連 携 加 算 

入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅に

おいて、居宅系サービスを利用する場合において、退

所に先立って情報提供を行い、居宅系サービスの調整

を行った場合 

退 所 時 情 報 提 供 加 算 
入所者が退所し医療機関に入院する場合に、入居者の

心身の状況等の情報を提供した場合 

協 力 医 療 機 関 連 携 加 算 
協力医療機関との間で、入居者の情報を共有する会議

を定期的に開催した場合 

栄養マネジメント強化加算 
管理栄養士を配置し、栄養ケア計画を作成、実施及び

評価を行った場合 

経 口 移 行 加 算 経口摂取に移行するための栄養管理を実施した場合 

経 口 維 持 加 算 
誤嚥が認められる方に対し、経口維持計画を作成及び

特別な管理を行う場合 

口 腔 衛 生 管 理 加 算 
歯科医師の指示を受けた歯科衛生士等が、入所者に対

し、口腔ケアを行った場合 

療 養 食 加 算 
利用者の病状等に応じて、適切な栄養量及び内容の療

養食の提供が行われた場合 

特 別 通 院 送 迎 加 算 
透析を要する入居者に対しやむを得ない事情により

送迎を行った場合 

配置医師緊急時対応加算 

（ 勤 務 時 間 外 ） 

配置医師が通常の勤務外に緊急時に当施設を訪問し

て、入所者に対して診療等の対応を行った場合 

配置医師緊急時対応加算 

（ 早 朝 又 は 夜 間 ） 

配置医師が早朝又は夜間の時間帯に緊急時に当施設

を訪問して、入所者に対して診療等の対応を行った場

合 

配置医師緊急時対応加算 

（ 深 夜 ） 

配置医師が深夜時間帯に緊急時に当施設を訪問して、

入所者に対して診療等の対応を行った場合 

看 取 り 介 護 加 算 
医師が終末期であると判断した入所者について、看取

り介護を行った場合 

在 宅 復 帰 支 援 機 能 加 算 
在宅復帰支援を積極的に行い、一定割合以上の在宅復

帰を実現した場合 

在宅・入所相互利用加算 
入所期間終了に当たって、在宅での生活継続の支援に

取り組んだ場合 

認 知 症 専 門 ケ ア 加 算 
認知症ケアに関する専門研修を修了した者が介護サ

ービスを実施した場合 

認知症チームケア推進加算 

認知症ケアに関する専門研修を修了した者が認知症

の症状に対応するチームを組み、計画に基づいてケア

を実施した場合 

認 知 症 行 動 ・ 心 理 症 状 

緊 急 対 応 加 算 

医師が、認知症等のため、在宅での生活が困難であり、

緊急に入所することが適当であると判断した者を受
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け入れた場合 

褥 瘡 マ ネ ジ メ ン ト 加 算 

褥瘡発生を予防するため、褥瘡の発生と関連の強い項

目について定期的な評価を実施し、計画的に管理を行

った場合 

排 せ つ 支 援 加 算 

排泄障害のため、排泄介助を要する入所者に対し多職

種が協働して支援計画を作成しその計画に基づき支

援した場合 

自 立 支 援 促 進 加 算 
医師等と連携し、利用者の自立を促す取組を推進した

場合 

科学的介護推進体制加算 

さまざまなケアにより記録している利用者の状態像

に関する情報について、厚生労働省が指定するデータ

ベースに情報提供をし、得られるフィードバックをも

とに、PDCAによりケアの質を高めていく取組を行っ

た場合 

安 全 対 策 体 制 加 算 
施設内に安全管理部門を設置し、組織的に安全対策を

実施する体制を整備 

高 齢 者 施 設 等 

感 染 対 策 向 上 加 算 

医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行

う体制を確保し、感染症の発生時に医療機関等と連携

し適切に対応した場合 

生産性向上推進体制加算 

委員会において、利用者の安全、介護サービスの質の

確保、職員の負担軽減に資する方策を検討し実施・確

認する 

サービス提供体制強化加算 
介護福祉士の資格者等経験豊富な職員を一定の割合

配置 

日 常 生 活 継 続 支 援 加 算 
認知症高齢者等が一定割合以上入所して且つ介護福

祉士資格を有する職員を一定の割合配置 

看 護 体 制 加 算 
（Ⅰ）常勤の看護師の配置 

（Ⅱ）基準を上回る看護職員の配置 

夜 勤 職 員 配 置 加 算 夜勤を行う職員配置基準を超えて職員配置 

生 活 機 能 向 上 連 携 加 算 
自立支援・重度化防止に資する介護を推進するため、

外部のリハビリ専門職と連携し、訓練を実施した場合 

個 別 機 能 訓 練 加 算 
機能訓練指導員により個別機能訓練計画を実施した

場合 

A D L 維 持 等 加 算 

利用者の日常生活動作（ADL）をバーセルインデック

スという指標を用いて、６ヶ月ごとの状態変化がみら

れた場合 

若年性認知症入所者受入加算 
若年性認知症患者の特性やニーズに対応したサービ

ス提供を行った場合 

常 勤 医 師 配 置 加 算 常勤専従の医師を１名以上配置している場合 

精 神 科 医 療 養 指 導 加 算 

認知症を有する高齢者が３分の１以上を占めていて、

精神科医師の定期的な療養指導が月２回以上行われ

た場合 
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障害者生活支援体制加算 

（Ⅰ）入所者のうち障害をお持ちの方が 50％以上で、 

障害者生活支援専門員を１名以上配置していた場合 

（Ⅱ）入所者のうち障害をお持ちの方が 50％以上で、

障害者生活支援専門員を２名以上配置していた場合 

身体拘束廃止未実施減算 

身体拘束廃止のための指針の整備、対策を検討する委

員会の設置、従業者への研修等を行っていなかった場

合 

安全管理体制未実施減算 
事故の発生・再発を防止するための措置が講じられて

いない場合 

高 齢 者 虐 待 防 止 措 置 

未 実 施 減 算 

虐待の防止のための指針の整備、対策を検討する委員

会の設置、従業者への研修等を行っていなかった場合 

事業継続計画未策定減算 
感染症や非常災害の発生時にサービスの提供を継続

的に実施するための計画を策定していない場合 

栄 養 マ ネ ジ メ ン ト 

未 実 施 減 算 

入居者の状態に応じた栄養管理を計画的に行ってい

ない場合 

介護職員等処遇改善加算 
介護サービスに従事する介護職員等の賃金改善に充

てる事が目的 

 

〇介護給付サービス加算額（1日あたり 1単位 10.54円換算） 

加算 単位数 
サービス

利用料金 

自己負担 

１割 ２割 ３割 

外 泊 時 費 用 （ 月 6 日 ま で ） 246単位 2,592円 260円 519円 778円 

外泊時在宅サービス利用費用 

（月 6日まで） 
560単位 5,902円 591円 1,181円 1,771円 

初 期 加 算 （ 3 0 日 ま で ） 30単位 316円 32円 64円 95円 

退 所 時 栄 養 情 報 連 携 加 算 70単位 737円 74円 145円 222円 

再 入 所 時 栄 養 連 携 加 算 200単位 2,108円 211円 422円 633円 

退 所 前 訪 問 相 談 援 助 加 算 

退 所 後 訪 問 相 談 援 助 加 算 

退 所 時 相 談 援 助 加 算 

退 所 前 連 携 加 算 

退 所 時 情 報 提 供 加 算 

460単位 

460単位 

400単位

500単位 

250単位 

4,848円 

4,848円 

4,216円 

5,270円 

2,635円 

485円 

485円 

422円 

527円 

264円 

970円 

970円 

844円 

1,054円 

527円 

1,455円 

1,455円 

1,265円

1,582円 

791円 

協 力 医 療 機 関 連 携 加 算 50単位 527円 53円 106円 159円 

栄 養 マ ネ ジ メ ン ト 強 化 加 算 11単位 115円 12円 23円 35円 

経 口 移 行 加 算 28単位 295円 30円 59円 89円 

経口維持加算（Ⅰ）月 1 回算定 

経口維持加算（Ⅱ）月 1 回算定 

400単位 

100単位 

4,216円 

1,054円 

422円 

106円 

844円 

211円 

1,265円 

317円 
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口 腔 衛 生 管 理 加 算 （ Ⅰ ） 

口 腔 衛 生 管 理 加 算 （ Ⅱ ） 

90単位 

110単位 

948円 

1,159円 

95円 

116円 

190円 

232円 

285円 

348円 

療 養 食 加 算 6単位 63円 7円 13円 19円 

特 別 通 院 送 迎 加 算 594単位 6,260円 626円 1,252円 1,878円 

配 置 医 師 緊 急 時 対 応 加 算 

（1）勤務時間外 

（2）早朝・夜間 

（3）深夜 

 

325単位 

650単位 

1,300単位 

 

3,425円 

6,851円 

13,702円 

 

343円 

686円 

1,371円 

 

685円 

1,371円 

2,741円 

 

1,028円 

2,056円 

4,111円 

看 取 り 介 護 加 算 

（1） 看取り介護加算（Ⅰ） 

・死亡日以前 30日以上 45日以下 

・死亡日以前 4日以上 30日以下 

・死亡日以前 2日又は 3日 

・死亡日 

（2）看取り介護加算（Ⅱ） 

・死亡日以前 30日以上 45日以下 

・死亡日以前 4日以上 30日以下 

・死亡日以前 2日又は 3日 

・死亡日 

 

 

75単位 

144単位 

680単位 

1,280単位 

 

75単位 

144単位 

780単位 

1,580単位 

 

 

790円 

1,517円 

7,167円 

13,491円 

 

790円 

1,517円 

8,221円 

16,653円 

  

 

79円 

152円 

717円 

1,350円 

 

79円 

152円 

823円 

1,666円 

 

 

158円 

304円 

1,434円 

2,699円 

 

158円 

304円 

1,645円 

3,331円 

 

 

237円 

456円 

2,151円 

4,048円 

 

237円 

456円 

2,467円 

4,996円 

在 宅 復 帰 支 援 機 能 加 算 10単位 105円 11円 21円 32円 

在 宅 ・ 入 所 相 互 利 用 加 算 40単位 421円 43円 85円 127円 

認 知 症 専 門 ケ ア 加 算 （ Ⅰ ） 

認 知 症 専 門 ケ ア 加 算 （ Ⅱ ） 

3単位 

4単位 

31円 

42円 

4円 

5円 

7円 

9円 

10円 

13円 

認知症チームケア推進加算（Ⅰ） 

認知症チームケア推進加算（Ⅱ） 

150単位 

120単位 

1,581円 

1,264円 

159円 

127円 

317円 

253円 

475円 

380円 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 200単位 2,108円 211円 422円 633円 

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） 

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） 

3単位 

13単位 

31円 

137円 

4円 

14円 

7円 

28円 

10円 

42円 

排 せ つ 支 援 加 算 （ Ⅰ ） 

排 せ つ 支 援 加 算 （ Ⅱ ） 

排 せ つ 支 援 加 算 （ Ⅲ ） 

10単位 

15単位 

20単位 

105円 

159円 

211円 

11円 

16円 

22円 

21円 

32円 

43円 

32円 

48円 

64円 

自 立 支 援 促 進 加 算 300単位 3,162円 317円 633円 949円 

科学的介護推進体制加算（Ⅰ） 

科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 

40単位 

50単位 

421円 

527円 

43円 

53円 

85円 

106円 

127円 

159円 

安全対策体制加算（入所時 1回） 20単位 211単位 22円 43円 64円 

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） 

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ） 

10単位 

5単位 

105円 

52円 

11円 

6円 

21円 

11円 

32円 

16円 
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生産性向上推進体制加算 (Ⅰ ) 

生産性向上推進体制加算 (Ⅱ ) 

100単位 

10単位 

1,054円 

105円 

106円 

11円 

211円 

21円 

317円 

32円 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

22単位 

12単位 

6単位 

231円 

126円 

63円 

24円 

13円 

7円 

47円 

26円 

13円 

70円 

38円 

19円 

日常生活継続支援加算（Ⅰ） 36単位 379円 38円 76円 114円 

看 護 体 制 加 算 （ Ⅰ ） イ 

看 護 体 制 加 算 （ Ⅱ ） イ 

6単位 

13単位 

63円 

137円 

7円 

14円 

13円 

28円 

19円 

42円 

夜 勤 職 員 配 置 加 算 （ Ⅰ ） イ 

夜 勤 職 員 配 置 加 算 （ Ⅲ ） イ 

22単位 

28単位 

231円 

295円 

24円 

30円 

47円 

59円 

70円 

89円 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） 

100単位 

200単位 

1,054円 

2,108円 

106円 

211円 

211円 

422円 

317円 

633円 

個 別 機 能 訓 練 加 算 （ Ⅰ ） 

個 別 機 能 訓 練 加 算 （ Ⅱ ） 

個 別 機 能 訓 練 加 算 （ Ⅲ ） 

12単位 

20単位 

20単位 

126円 

210円 

210円 

13円 

21円 

21円 

26円 

42円 

42円 

38円 

63円 

63円 

A D L 維 持 等 加 算 （ Ⅰ ） 

A D L 維 持 等 加 算 （ Ⅱ ） 

30単位 

60単位 

316円 

632円 

32円 

64円 

64円 

127円 

95円 

190円 

若年性認知症入所者受入加算 120単位 1,264円 127円 253円 380円 

常 勤 医 師 配 置 加 算 25単位 264円 27円 53円 80円 

精 神 科 医 療 養 指 導 加 算 5単位 52円 6円 11円 16円 

障害者生活支援体制加算（Ⅰ） 

障害者生活支援体制加算（Ⅱ） 

26単位 

41単位 

275円 

433円 

28円 

44円 

55円 

87円 

83円 

130円 

身 体 拘 束 未 実 施 減 算 所定単位数の 90％ 

安 全 管 理 体 制 未 実 施 減 算 -5単位 -52円 -6円 -11円 -16円 

高齢者虐待防止措置未実施減算  所定単位数の 99％ 

事 業 継 続 計 画 未 策 定 減 算 所定単位数の 97％ 

栄養マネジメント未実施減算 -14単位 -147円 -15円 -30円 -45円 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ） 

所定単位数の 14.0％ 

所定単位数の 13.6％ 

所定単位数の 11.3％ 

所定単位数の 9.0％ 

所定単位数の 4.7％～12.4％ 

 
（２）その他 

   ・理容・美容サ－ビス・その他（実費負担） 

 ３ 前号の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対し事前に説明をした

上で、支払いに同意を得ることとする。 

 

（衛生管理等） 

第７条 利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な
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管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じるものとする。 

２ 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講じるとともに、

必要に応じ保健所の助言、指導を求めるものとする。 

 

（緊急時における対処方法） 

第８条 従業者は、事業の実施中に、利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じたときは、

速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に通告しなければならない。 

２ 利用者に対する事業の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族等

に連絡するとともに、必要な措置を講じるものとする。 

３ 利用者に対する事業の提供により賠償すべき事項が発生した場合は、損害賠償を速やか

に行うものとする。 

 

（非常災害対策） 

第９条 非常災害対策に備えて、消防計画、風水害、地震等に対処する計画を作成し、防火

管理者または火気・消防等についての責任者を定め、年２回以上定期的に避難、救出その

他必要な訓練を行う。  

 

（苦情処理） 

第１０条 事業の提供に係る利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、必要な措

置を講じるものとする。 

２ 事業所は、提供した事業に関し、法第２３条の規定により市町村が行う文書その他の物

件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村からの質問若しくは照会に応じ、及び市町村

が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は

助言に従って必要な改善を行うものとする。 

３ 事業所は、提供した事業に係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会の調

査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、当該

指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第１１条 事業所は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生

労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガ

イドライン」を遵守し適切な取り扱いに努めるものとする。 

２ 事業者が得た利用者の個人情報については、事業者での介護サービスの提供以外の目的

では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については必要に応じて利用者又は

その代理人の了解を得るものとする。 

 

（秘密の保持） 

第１２条 従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

２ 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従

業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用契約の

内容に含むものとする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１３条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため次の措置を講ずるものとす

る。 

（１）虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

（２）利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

（３）その他虐待防止のために必要な措置 

２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従事者又は養護者（利用者の家族等高齢者を
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現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、こ

れを市町村に通報するものとする。 

 

（身体拘束の禁止） 

第１４条 事業者は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為は行わない。やむを

得ず身体拘束を行う場合には、本人又は家族に対し、身体拘束の内容、理由、期間等につ

いて説明し同意を得たうえで、その容態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録するものとする。 

 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第１５条 感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じる。 

（１）感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月に１回

以上開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図る。 

（２）感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

（３）介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期

的に実施する。 

 

（ハラスメント対策の強化に関する事項） 

第１６条 職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護支援専門員の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じる。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第１７条 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を

継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画

を策定し、次に掲げる措置を講じる。 

（１）介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施する。 

（２）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う。 

 

（従業者の研修等） 

第１８条 事業所は、従業者に対し、常に必要な知識の習得及び能力の向上を図るための研

修（外部における研修受講を含む。）を実施する。なお、研修の機会を次のとおり設けるも

のとし、また、業務体制を整備する。 

（１）採用時研修 採用後１ヶ月以内 

（２）継 続 研 修 年２回以上 

 

（記録の整備） 

第１９条 事業所は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備し、その完結の日

から５年間保存するものとする。 

２ 事業所は、利用者に対する事業の提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年

間保存するものとする。 

 

（その他運営についての留意事項） 

第２０条 この規定に定める事項の外、運営に関する重要事項は社会福祉法人サルビア福祉

会と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 
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（施設の利用にあたっての留意事項）  

第２１条 指定介護老人福祉施設サービス利用者には次に掲げる事項を遵守させなければ 

ならない。 

１ 施設内の他の利用者に迷惑をかける行為を慎こと。 

２ 無断外出の禁止。 

３ 施設所有の設備及び備品に損害を与えない。 

 ４  その他管理者が定めたこと。 

 

 

 （附則）この規定は、平成１４年 ４月 １日から施行する。 

 （附則）この規定は、平成１７年１０月 １日から施行する。 

（附則）この規定は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 

 （附則）この規定は、平成２１年 ４月 １日から施行する。 

 （附則）この規定は、平成２４年 ４月 １日から施行する。 

 （附則）この規定は、平成２７年 ４月 １日から施行する。 

 （附則）この規定は、平成２７年 ８月 １日から施行する。 

 （附則）この規定は、平成３０年 ４月 １日から施行する。 

（附則）この規定は、令和 １年１０月 １日から施行する。 

（附則）この規定は、令和 ３年 ４月 １日から施行する。 

（附則）この規定は、令和 ３年 ８月 １日から施行する。 

（附則）この規定は、令和 ６年 ４月 １日から施行する。 

 （附則）この規定は、令和 ６年 ８月 １日から施行する。 

（附則）この規定は、令和 ７年 ４月 １日から施行する。 


